
業務棚卸評価シート 1/6

23年度 24年度 25年度 12,567 12,567 25年度 26年度 27年度 8,380 8,380

1 総

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

公有地拡大の推進
に関する法律に基
づき、公共目的の
ために必要な土地
を先買いする。

市民及
び事業
者

定
例
定
型

受付件数 ２０件 ２０件 ２０件 13件

目標値20件に対し
65%の件数である
が、買取申し出の
あった物件2件の取
得につながった。

Ａ
公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

都市計画施
設用地の売
買を把握・
協議し、用
地を先行取
得する。

用地売
買に係
る市民
及び事
業者

定
例
定
型

年間届出・
申出件数
（受付事務
の適正率）

２０件
（100%）

２０件
（100%）

２０件
（100%）

未 中 高 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

「土地有償譲
渡届出書」及
び「土地買取
希望申出書」
の審査・受付

審査・受付の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
(13件)

公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

「土地有償譲
渡届出書」及
び「土地買取
希望申出書」
の審査・受付

審査・受付
の適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

県及び事業課
への照会

照会事務の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(13件)

公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

県及び事業課
への照会

照会事務の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

届出台帳の整
理

台帳整理の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(13件)

公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

届出台帳の整
理

台帳整理の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

2 総
国土利用計画
法に関する事
務

大規模な土地取引
については地域の
土地利用に与える
影響が大きいこと
から適正かつ合理
的な土地利用の確
保を図るため。

権利者

定
例
定
型

受付件数 １０件 １０件 １０件 11件

神奈川県から勧告を
受ける物件なし。早
期の情報入手から、
東海岸南4丁目の物
件は、事前に好まし
い土地利用の協議を
実施

Ａ 国土利用計画法
に関する事務

大規模な土地
利用を把握
し、適正かつ
合理的な土地
利用を誘導す
る。

土地取
引を行
う市
民・事
業者等

定
例
定
型

届出から県
知事に５日
以内で送付
する率

１００％ １００％ １００％ 未 中 高 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

2
国土利用計画
法に関する事
務

「土地売買等
届出書」の審
査・受付

審査・受付の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
(11件)

国土利用計画法
に関する事務

県及び事業課
との連絡調整

連絡調整の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

2
国土利用計画
法に関する事
務

県及び事業課
との連絡調整

連絡調整の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(11件)

国土利用計画法
に関する事務

県及び事業課
との連絡調整

連絡調整の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

2
国土利用計画
法に関する事
務

土地取引台帳
の整理

台帳整理の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(11件)

国土利用計画法
に関する事務

土地取引台帳
の整理

台帳整理の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

2

土地の利用及
び取引に係る
基本理念の啓
発に関する事
務

国土利用計画法
に関する事務

国から配布さ
れるポスター
やパンフレッ
トにより啓発

啓発回数 年１回

予
算
な
し

701 総

土地の利用及
び取引に係る
基本理念の啓
発に関する事
務

ポスターの掲示・
パンフレットの窓
口配布

市民・
事業者

定
例
定
型

啓発回数 年１回 年１回 年１回 1回
土地利用月間に合わ
せて啓発を行うこと
ができた。

Ａ

701

土地の利用及
び取引に係る
基本理念の啓
発に関する事
務

国から配布さ
れるポスター
やパンフレッ
トにより啓発

啓発回数 年１回 １回 ※№２に統合

3 総
住居表示審議
会の運営

住居表示実施につ
いて市長の諮問に
応じて審議し、答
申し、又は意見を
建議する

対象地
区住民

定
例
定
型

開催回数 １回 １回 １回 9 0回

体制は整っていた
が、諮問に至る住居
表示案件がなく、答
申・建議は行われな
かった

Ｂ 住居表示整備事
業

住居表示実
施の啓発、
街区変更等
への対応

整備対
象地区
の住
民・事
業者

定
例
定
型

啓発活動 ２回 ２回 ２回 693

業
務
計
画

未 低 高 低
現状維
持

な
し

なし
維
持

3
住居表示審議
会の運営

住居表示審議
会の開催（諮
問案件等があ
る場合）

開催回数 １回 ０回 9
住居表示整備事
業

住居表示審議
会の開催

開催回数 １回 137

業
務
計
画

維
持

3
住居表示審議
会の運営

住居表示整備事
業

街区変更告示
用図面・街区
表示台帳の作
成

変更街区の
告示

１１月末 95

業
務
計
画

維
持

3
住居表示街区
案内板等の維
持管理

住居表示整備事
業

住居表示街区
案内板の撤去
または移設

４件 ４件 158

業
務
計
画

維
持

3
住居表示未実
施区域の住居
表示整備

住居表示整備事
業

住居表示未実
施地区のニー
ズに係るアン
ケート調査の
実施

アンケートの
集計・分析

６月末 303

業
務
計
画

維
持

702 総
住居表示街区
案内板等の維
持管理

住居表示街区案内
板等の維持管理を
行い、都市の美観
や風致を維持する

対象地
区住
民・地
区来訪
者

定
例
定
型

撤去、修理
件数

５基 ５基 ５基 156 2基

目標値に対して
40%であるが、地
域の実情に応じ適正
な維持管理を行った

Ａ

702
住居表示街区
案内板等の維
持管理

地区に設置し
てある住居表
示街区案内板
の撤去等

住居表示街区
案内板の撤
去、修理件数

４基 ２基 156 №３に統合

703 総
住居表示未実
施区域の住居
表示整備

住居表示を実施す
ることにより、分
かりやすい「住
所」とする

住居表
示実施
地区住
民及び
来訪者

定
例
定
型

周知活動 ２回 ２回 ２回 １回

まなび講座の回数は
目標値の50%であ
るが、住居表示の認
識を深めることがで
きた。配達・訪問等
を行う公的事業者の
実情を理解し、今後
の方針に活用するこ
とができた

Ａ

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

都市計画課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 地域特性を生かした都市空間をつくる

都市計画課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

都市計画課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 地域特性を生かした都市空間をつくる

都市計画課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

703
住居表示未実
施区域の住居
表示整備

住居表示の周
知活動（市民
まなび講座の
開催）

開催回数 ２回 １回 №３に統合

703
住居表示未実
施区域の住居
表示整備

郵便局、新聞
社、警察への
住居表示実施
の必要性の聞
き取り調査

聞き取り回数 各１回 各１回

4 総
建築審査会の
運営

建築基準法に規定
する許可に係る同
意及び同法第９４
条第１項の審査請
求に対する審査を
行う

建築申
請者及
び審査
請求者

定
例
定
型

開催回数 ６回 ６回 ６回 699 6回
建築基準法に規定す
る許可の同意を得た Ａ 建築審査会の運

営

特定行政庁
提示案件の
審査・同
意、審査請
求への裁決

建築申
請者・
審査請
求者

定
例
定
型

審査会の開
催回数
（審査案件
の適正処理
率）

６回
（100%）

６回
（100%）

６回
（100%）

957 未 中 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

4
建築審査会の
運営

建築審査会の
開催

開催回数 ６回 ６回 699
建築審査会の運
営

建築審査会の
開催

開催回数 ６回 957
維
持

704 総
都市計画審議
会業務

都市計画法の規定
によりその権限に
属する事項並びに
市長の諮問に応じ
調査審議し、その
結果を答申する

市民及
び事業
者

定
例
定
型

都市計画審
議会開催回
数

５回 ５回 ５回 659 4回
都市計画法等に規定
される付議を行い答
申を得た

Ａ

704
都市計画審議
会業務

都市計画審議
会の開催

開催回数 ５回 ４回 659 №５に統合

5 総
都市計画決定
及び変更業務

都市施設等の都市
計画決定及び変更
を行い、計画的な
まちづくりを進め
る

市民及
び事業
者

定
例
定
型

決定及び変
更件数

３件 ３件 ３件 759 2件

各事業のスケジュー
ルに合わせた適正な
タイミングで都市計
画の決定を行った

Ｂ 都市計画決定及
び変更業務

地域に応じた
規制・誘導で
良好な住宅地
の形成や自然
環境に配慮し
た土地利用を
推進

市民・
事業者

定
例
定
型

決定・変更
の審議数

３件 ３件 ３件 3,562

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

5
都市計画決定
及び変更業務

都市施設等の
都市計画決定
及び変更

決定及び変更
件数

３件 ２件 245
都市計画決定及
び変更業務

都市施設等の
都市計画決定
及び変更

決定及び変
更件数

４件 10

業
務
計
画

維
持

5
都市計画決定
及び変更業務

臨時職員によ
る都市計画図
書の電子化等
整備

電子化等の件
数

１００件 １００件 409
都市計画決定及
び変更業務

臨時職員によ
る都市計画図
書の電子化等
整備

電子化等の
件数

１００件 437

業
務
計
画

維
持

5
都市計画決定
及び変更業務

各種協議会負
担金の支払い

支払時期 ３月 ８月 105
都市計画決定及
び変更業務

各種協議会へ
の参加・情報
交換

参加時期 ３月 130

業
務
計
画

維
持

5
都市計画審議
会業務

都市計画決定及
び変更業務

都市計画審議
会の開催

開催回数 ４回 758

業
務
計
画

維
持

5
都市計画の周
知業務

都市計画決定及
び変更業務

窓口・電話等
による都市計
画の説明、総
括図等及び概
要図の頒布

図面販売等
の適正処理

１００％
（枚数）

1,639

業
務
計
画

維
持

5
都市計画総括
図等の作成印
刷業務

都市計画決定及
び変更業務

都市計画基本
図を基に総括
図等の作成・
印刷

図面作成印
刷枚数

７００枚 588

業
務
計
画

維
持

5
都市計画位置
確認申請

都市計画決定及
び変更業務

申請の受付
受付事務の
適正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

5
都市計画位置
確認申請

都市計画決定及
び変更業務

審査・交付事
務

審査・交付
事務の適正
処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

5
用途地域等の
証明

都市計画決定及
び変更業務

申請の受付
受付事務の
適正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

5
用途地域等の
証明

都市計画決定及
び変更業務

審査・交付事
務

審査・交付
事務の適正
処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

5
土地区画整理
事業換地図等
の閲覧事務

都市計画決定及
び変更業務

文書保存され
ている土地区
画整理事業の
換地図等閲覧
事務

受付事務の
適正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

705 総
都市計画の周
知業務

都市計画の周知等
を行い、計画的な
まちづくりを進め
る

市民及
び事業
者

定
例
定
型

図面販売枚
数、市民ま
なび講座開
催回数

2800枚、
2回

2800枚、
2回

2800枚、
2回

1,378 3058枚
窓口での対応や図面
販売など適正な処理
を行った

Ａ

705
都市計画の周
知業務

窓口・電話等
による都市計
画の説明、総
括図等及び概
要図の頒布

図面販売等の
適正処理

１００％
(枚数)

１００％
(3058
枚)

1,378 ※№５に統合
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23年度 24年度 25年度 12,567 12,567 25年度 26年度 27年度 8,380 8,380

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

都市計画課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 地域特性を生かした都市空間をつくる

都市計画課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

706 総
都市計画総括
図等の作成印
刷業務

定
型
定
例

図面作成印
刷枚数

７００枚 ７００枚 ７００枚 677 700枚
必要な修正を加え印
刷を行った Ａ

706
都市計画総括
図等の作成印
刷業務

都市計画基本
図を基に総括
図等の作成・
印刷

図面作成印刷
枚数

７００枚 ７００枚 677 ※№５に統合

6 総
地区計画制度
の啓発活動

地区計画制度の周
知を行い、良好な
住環境づくりを進
める

市民及
び事業
者

政
策
啓発活動件
数

３件 ３件 ３件 １件

市民まなび講座の要
請はなく、目標値の
33%であったが、
窓口や他の説明機会
を捉えて啓発を実施
した

Ｂ 地区計画制度の
啓発活動

良好な住宅地
の形成や自然
環境に配慮し
た土地利用を
推進する制度
の普及

市民
政
策
啓発活動件
数

２件 ２件 ２件 200

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

6
地区計画制度
の啓発活動

地区計画制度
についての啓
発活動

市民まなび講
座等開催回数

３回 １回
地区計画制度の
啓発活動

地区計画制度
の啓発活動

様々な機会
を捉えた説
明の実施

２回

業
務
計
画

予
算
な
し

6
地区計画制度
の啓発活動

地区計画制度の
啓発活動

リーフレット
の配布による
啓発活動

リーフレッ
トの配布時
期

６月 200

業
務
計
画

減
ら
す

7 総
都市計画基礎
調査業務

都市情報の調査・
解析を行い、計画
的なまちづくりを
進める

市民及
び事業
者

定
例
定
型

成果品作成

基礎調査
(市調査分)
成果品の作
成

基礎調査の
解析報告書
の作成

7,560
基礎調査
解析成果
品の作成

前年度の成果を活用
した解析を実施し本
市の都市構成を客観
的に捉える事が出来
た

Ｂ 都市計画基礎調
査事業

定期的な都市
情報の調査・
解析を行い、
適切な都市計
画の見通しを
立てる。

市民・
事業者

定
例
定
型

成果品作成 未 高 中 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

7
都市計画基礎
調査業務

7
都市計画基礎
調査業務

都市情報の解
析

報告書の完成
時期

H25.3 H25.3 7,560

7
都市計画基礎
調査業務

都市計画基礎調
査業務

都市の基礎資
料収集・分析

資料収集・
分析の課題
件数

３件

予
算
な
し

707 総
都市計画位置
確認申請

都市計画位置確認
の証明を行い、計
画的なまちづくり
を進める

建築計
画者

定
例
定
型

申請処理件
数

１７０件 １７０件 １７０件 165件

位置確認の証明を行
い、建築行為等の都
市計画への整合を
図った

Ａ

707
都市計画位置
確認申請

申請の受付
受付事務の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(165件)

※№５に統合

707
都市計画位置
確認申請

審査・交付事
務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
(件数)

１００％
(165件)

※№５に統合

708 総
用途地域等の
証明

用途地域等を確認
し、証明書を発行
する

申請者

定
例
定
型

受付件数 ３０件 ３０件 ３０件 31件
申請に対して、適切
に証明事務のサービ
スを提供した

Ａ

708
用途地域等の
証明

申請の受付
受付事務の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(31件)

※№５に統合

708
用途地域等の
証明

審査・交付事
務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
(件数)

１００％
(31件)

※№５に統合

8 総
開発審査会の
運営

開発行為等に関す
る審査請求に対す
る裁決及び市街化
調整区域における
開発許可、建築許
可等の審査を行う

許可申
請者及
び審査
請求者

定
例
定
型

開催回数 ５回 ５回 ４回 426 0回

審査請求の裁決や調
整区域の許可申請等
の審査体制は整って
いた

Ｂ 開発審査会の運
営

市長の要求
に基づく審
議、審査請
求に対する
裁決

審査申
請者・
事業者

定
例
定
型

開催回数
（審査案件
の適正処理
率）

４回
（100%）

４回
（100%）

４回
（100%）

936 未 中 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

8
開発審査会の
運営

開発審査会の
開催

開催回数 ５回 ０回 426
開発審査会の運
営

開発審査会の
開催

開催回数 ５回 936
維
持

9 総
用途地域見直
し事業

都市の機能配置、
密度構成等を勘案
して、市街地の土
地利用を適正に区
分する

市民及
び事業
者

政
策
成果品作成

用途見直し
素案、原案
の作成

都市計画手
続き
、図書作成

法制度の誘
導１件

1件
都市計画法に基づく
地区計画の指定を
行った

Ａ 用途地域の見直
し事業

地域の特性に
応じた規制・
誘導による良
好な住宅地の
形成や土地利
用の推進

市民・
事業者

政
策

用途地域の
見直しを視
野に入れた
制度の導入

１地区 未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

9
用途地域見直
し事業

用途地域見直
しを見据えた
地区計画の都
市計画決定手
続

地区計画の都
市計画決定

H25.3 H25.3
用途地域の見直
し事業

用途地域見直
しを見据えた
地区計画の都
市計画決定手
続

地区計画の
都市計画決
定

平成25
年5月

予
算
な
し

10 総
都市計画法第
５３条第１項
に基づく許可

都市計画施設内に
建築物を建築する
際の許可申請書を
受理し、許可する

申請者

定
例
定
型

許可件数 ４０件 ４０件 ４０件 48件
許可申請書を受理・
審査し、許可証を発
行した

Ａ
都市計画法第
53条第1項及び
第65条第1項に
基づく許可

都市計画施
設・事業区
域内の建築
行為の制限

区域内
で建築
行為を
する事
業者

定
例
定
型

53条の許
可申請から
20日以内
で決定を行
う率

１００％ １００％ １００％ 未 中 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

10
都市計画法第
５３条第１項
に基づく許可

申請の受付
申請受付の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(48件)

都市計画法第
53条第1項及び
第65条第1項に
基づく許可

都市計画法第
53条第1項
に基づく許可
申請の受付

申請受付の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

10
都市計画法第
５３条第１項
に基づく許可

審査・交付事
務

審査・許可の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
(48件)

都市計画法第
53条第1項及び
第65条第1項に
基づく許可

都市計画法第
53条第1項
に基づく許可
申請に係る審
査・交付事務

審査・許可
の適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 12,567 12,567 25年度 26年度 27年度 8,380 8,380

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

都市計画課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 地域特性を生かした都市空間をつくる

都市計画課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

10
都市計画法第
６５条第１項
に基づく許可

都市計画法第
53条第1項及び
第65条第1項に
基づく許可

都市計画法第
65条第1項
に基づく許可
申請の受付

申請受付の
適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

10
都市計画法第
６５条第１項
に基づく許可

都市計画法第
53条第1項及び
第65条第1項に
基づく許可

都市計画法第
65条第1項
に基づく許可
申請に係る審
査・交付事務

審査・許可
の適正処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

709 総
都市計画法第
６５条第１項
に基づく許可

都市計画事業区域
内に仮設の建築物
を建築する際や工
作物を設置する際
の許可申請書を受
理し、許可する

申請者

定
例
定
型

許可件数 １件 １件 １件 1件

柳島ｽﾎﾟｰﾂ公園事業
区域内の畑の土の入
れ替えを審査し、許
可証を発行した

Ａ

709
都市計画法第
６５条第１項
に基づく許可

申請の受付
申請受付の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
(1件)

※№１０に統合

709
都市計画法第
６５条第１項
に基づく許可

審査・許可事
務

審査・許可の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
(1件)

※№１０に統合

710 総
砂利採取及び
土採取に関す
る事務

砂利、土の採取に
ついて必要な規制
を行うことによ
り、安全の保持と
環境の保全を図る

届出事
業者

定
例
定
型

受付日数 年２４３日 年２４５日 年２４３日
年245
日

意見書提出の順部は
できているが、申請
なし

Ａ

710
砂利採取及び
土採取に関す
る事務

砂利採取法に
基づき県に申
請された採取
計画に対する
意見提出

意見書の適正
処理

１００％
(件数)

申請なし ※№１２に統合

710
砂利採取及び
土採取に関す
る事務

県土採取規制
条例に基づき
申請された採
取計画に対す
る意見提出

意見書の適正
処理

１００％
(件数)

申請なし ※№１２に統合

11 総
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

土地利用に関する
個別条例の規範と
して、地域の特性
に応じた適正かつ
合理的な土地利用
を図る。

市民及
び事業
者

定
例
定
型

会議開催回
数

１０回 １０回 １０回 3回

会議開催数は目標値
の30%だったが、
関係各課の意見を集
約し、地域の特性に
応じた適正かつ合理
的な土地利用を誘導
した

Ａ
茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

適正・合理
的な土地利
用の誘導、
快適な生活
環境の創造

大規模
土地利
用行為
の事業
者

定
例
定
型

届出から３
開庁日以内
の公表

１００％ １００％ １００％

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

大規模土地利
用行為の届出
における受付
事務

届出から３開
庁日以内の公
表

１００％
(件数)

１００％
(7回)

茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

大規模土地利
用行為の届出
に対する公表

届出から３
開庁日以内
の公表

１００％
（件数）

予
算
な
し

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

土地利用調整
会議の開催
（必要な場
合）

届出の翌日か
ら３週間以内
の会議開催

１００％
(件数)

１００％
(3回)

茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

土地利用調整
会議の開催
（開催が必要
な場合）

届出の翌日か
ら３週間以内
の会議開催

１００％
（件数）

予
算
な
し

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

市広報媒体へ
の啓発記事の
掲載

広報ちがさ
き１０月１
日号への記
事掲載

１回

予
算
な
し

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

土地利用情報
の庁内情報共
有

庁内イントラ
ネットへの情
報掲載と土地
利用調整会議
での協議

12回

予
算
な
し

12 総

茅ヶ崎市土地
の埋立て等の
規制に関する
条例の運用

一定規模以上の埋
立て等の規制を行
い、災害発生の防
止及び良好な自然
環境と生活環境の
保全を図る。

申請
者・事
業者

定
例
定
型

許可件数 ３回 １０回 １０回 3回

一定規模以上の埋立
て等の許可申請を受
け、災害発生の防止
及び良好な自然環境
と生活環境の保全を
指導

Ａ
土地の埋立て等
及び砂利・土の
採取に関する事
務

埋立や盛
土、砂利・
土の採取に
伴う災害発
生の防止・
環境保全

埋立て
や採取
を行う
事業者
や土地
所有者

定
例
定
型

年間パト
ロール日数

５０日 ５０日 ５０日 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

12

茅ヶ崎市土地
の埋立て等の
規制に関する
条例の運用

申請の受付
申請受付事務
の適正処理

１００％
(件数)

１００％
(3件)

土地の埋立て等
及び砂利・土の
採取に関する事
務

申請の受付
申請受付事
務の適正処
理

１００％
(件数)

予
算
な
し

12

茅ヶ崎市土地
の埋立て等の
規制に関する
条例の運用

審査・許可事
務

審査・許可事
務の適正処理

１００％
(件数)

１００％
(3件)

土地の埋立て等
及び砂利・土の
採取に関する事
務

審査・許可事務
審査・許可
事務の適正
処理

１００％
(件数)

予
算
な
し

12

茅ヶ崎市土地
の埋立て等の
規制に関する
条例の運用

土砂搬出禁止
区域の指定に
関し、県に意
見書を提出

意見書提出の
適正処理

１００％
(件数)

なし

土地の埋立て等
及び砂利・土の
採取に関する事
務

土砂搬出禁止
区域の指定に
関し、県に意
見書を提出

意見書提出
の適正処理

１００％
(件数)

13 総
優良建築物整
備事業

茅ヶ崎駅周辺市街
地における土地の
集約化、建物の共
同化及び街区の整
備等を進めるた
め、民間再開発事
業に助成を行うた
め

再開発
事業者

政
策
相談件数 １件 １件 ０件

相談の申し出はな
く、目標値の0%
だったが、法に基づ
く制度として、相談
体制は整っていた

Ｂ 優良建築物整備
事業

狭小な敷地
を合わせた
共同利用の
促進。市街
地の健全な
土地利用の
増進と良好
なまち並み
の形成

市民・
事業者

定
例
定
型

相談件数 １件 １件 １件 未 中 中 中
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

13
優良建築物整
備事業

事業計画者に
対する優良建
築物等整備事
業への誘導

相談事務の適
正処理

１００％
(件数)

相談なし
優良建築物整備
事業

事業計画者に
対する優良建
築物等整備事
業への誘導

相談事務の
適正処理

１００％

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 12,567 12,567 25年度 26年度 27年度 8,380 8,380

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

都市計画課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 地域特性を生かした都市空間をつくる

都市計画課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

14 総
マンション建
替事業の円滑
化業務

マンションの建替
えが法的枠組を
もって円滑に実施
できるよう認可や
監督事務を行う

権利者
等事業
計画者

定
例
定
型

相談件数 １件 １件 １件

長期に亘り相談を受
けていた案件が法に
基づく建て替えの実
施に至った

Ａ
マンション建替
事業の円滑化業
務

老朽化したﾏ
ﾝｼｮﾝの建替
事業を認可
し、良好な
居住環境の
確保と円滑
な事業の推
進を図る

市民・
事業者

定
例
定
型

相談・啓発
数

１件 １件 １件 未 中 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

14
マンション建
替事業の円滑
化業務

住民や事業者
からの相談に
おける、法に
基づく適切な
誘導

相談事務の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
（1件）

マンション建替
事業の円滑化業
務

住民や事業者
からの相談に
対する法に基
づく適切な誘
導

相談事務の
適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

14
マンション建
替事業の円滑
化業務

許認可等の事
務処理

許認可事務の
適性処理

１００％
(件数)

１００％
（1件）

マンション建替
事業の円滑化業
務

許認可等の事
務処理

許認可事務
の適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

711 総
土地区画整理
事業換地図等
の閲覧事務

市域で実施された
或いは実施されて
いる土地区画整理
事業の換地図等を
閲覧させるため

申請者

定
例
定
型

受付件数 ２０件 年２４５日
年245
日

34件の堤地区土地
区画整理事業換地図
閲覧要請に応じた

Ａ

711
土地区画整理
事業換地図等
の閲覧事務

文書保存され
ている土地区
画整理事業の
換地図等閲覧
事務

受け付け事務
の適正処理

年245日 年245日 ※№5に統合

712 総
土砂の適正処
理

神奈川県土砂の適
正処理に関する条
例に基づき意見書
を提出し市民生活
の安全を確保する

届出事
業者

定
例
定
型

意見書提出
件数

０～１件 0件
意見書を提出する体
制はできていたが、
該当案件がなかった

Ｂ

712
土砂の適正処
理

県への意見書
の提出

意見書の提出
件数

０～１件 ０件 ※№1２に統合

15 総
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

市街化区域・市
街化調整区域見
直し事業

人口・産業
の将来を見
通して、計
画的に市街
化する区域
と抑制する
区域を定め
る

市民・
事業者

定
例
定
型

成果品作成

見直し検討
基礎資料及
び現況把握
調査

見直し検討
資料・ＧＩ
Ｓデータ及
び法定図書
の作成

1,800

業
務
計
画

未 中 中 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

市街化区域・市
街化調整区域見
直し事業

都市計画の区
域区分調書の
作成

調書の適正
作成

１００％ 1,800

業
務
計
画

維
持

16 総
都市計画基本
図作成事業

都市計画基本図
作成事業

都市計画基
礎調査の土
台となる都
市計画基本
図を、航空
測量により
更新する。

市民・
事業者

定
例
定
型

成果品作成
都市計画基
本図の作成

未 中 中 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

16
都市計画基本
図作成事業

都市計画基本図
作成事業

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による同時多
発的災害が発生し
た場合に、被害を
軽減し、応急対策
活動を部、課とし
て迅速的確に対処
する

全市民
等

定
型
定
例

災害応急対策
活動

同時多発的災
害発生時の被
害軽減、応急
対策活動の実
施

市民、
被災者
等

定
型
定
例

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

５月 ５月

災害応急対策
活動マニュア
ルの検証・見
直し（毎年）

マニュアル
の検証及び
見直し

５月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害情報の収
集と部内連絡
体制の整備、
応急対策への
職員の配備等
（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備
（都市部全職
員）

６０名 ６４名

情報収集、連
絡体制整備、
職員の配備
（災害等発生
時）

応急対策準
備に必要な
職員を配備
（都市部全
職員）

６４名

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害対策
活動の総括等
（災害等発生
時）

部の災害対策
活動の総括

随時 なし

部の災害対策
活動の総括等
（災害等発生
時）

部の災害対
策活動の総
括

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部内の連絡調
整及び庶務等
（災害等発生
時）

部内の連絡調
整

随時 なし

部内の連絡調
整及び庶務等
（災害等発生
時）

部内の連絡
調整

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

都市部関係の
被害状況の把
握、調査事項
の取りまとめ
等（災害等発
生時）

被害状況調査
の取りまとめ

随時 なし

都市部関係の
被害状況の把
握、調査事項
の取りまとめ
等（災害等発
生時）

被害状況調
査の取りま
とめ

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

本部との連絡
調整等（災害
等発生時）

本部との連絡
調整

随時 なし
本部との連絡
調整等（災害
等発生時）

本部との連
絡調整

随時

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
型
定
例

244 244 232 232
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 12,567 12,567 25年度 26年度 27年度 8,380 8,380

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

都市計画課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 地域特性を生かした都市空間をつくる

都市計画課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成24年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

999 総 部内調整事務

定
型
定
例

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し


